（様式７）
　　年    月    日 

公益財団法人岐阜県産業経済振興センター　理事長　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　
郵便番号
住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印


岐阜県モノづくり企業新分野展開支援事業費助成金に係る事業実績報告書

 令和　　年　　月　　日付け岐産振第　　号により交付決定を受けた標記助成金に係る事業を、令和　　年　　月　　日付けで完了しましたので、岐阜県モノづくり企業新分野展開支援事業費助成金交付要綱第１７条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
                                            
記

１　助成金交付の対象となった事業名
   「　　　　　　　　　　　　　　　　　			　　　　　」事業

２　助成事業に要した経費及び助成金の額
	助成対象事業
	助成事業に要する経費
	助成金交付申請額

	[bookmark: _Hlk50976153]専門家指導事業
（コンサルティングを含む。）
	円
	円

	国内展示会出展事業
（オンライン展示会を含む。）
	円
	円

	合　　計
	円
	円











３　事業実績報告書
別紙１のとおり

４　支出内訳書
別紙２のとおり




（別紙１）
事業実績報告書

１　事業名　「　　　　　　　　　　　　　　　					　」事業
※交付決定通知書に記載された事業名を記載すること

２　申請者の概要
	申請者の名称
	

	代表者の役職・氏名
	

	所　在　地
	

	電　話　番　号
	
	ＦＡＸ番号
	

	ホームページアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	担当者のe-mail
	



３　事業の実施期間
　　　　開始日　　令和　　年　　月　　日○実績報告書１ページの完了日にも同じ日付を記載すること

　　　　完了日　　令和　　年　　月　　日

４　事業の内容（別紙にまとめることも可）
　(1) 専門家指導事業（コンサルティングを含む。）
	指導（コンサルティングを含む。）を受け
た項目
	

	目的・目標
	


	期　　　間
	

	内　　容
	※成果物や資料等（報告書等）を添付すること。



	結果・課題
	



	今 後 の 展 開
（今後の活動方針等）
	




(2) 国内展示会出展事業（オンライン展示会を含む。）
	展示会等の名称
	

	開催地・会場
	

	開　催　期　間
	

	国内展示会出展の
目的・目標
	



	内　　　　　容
	※成果物等（報告書、写真等）を添付すること。




	来　場　者　数
	

	ブース来場者数
	

	会場・現地での
反応、課題
	



	今 後 の 展 開
（今後の活動方針等）
	







【実績報告書に添付】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）
支出内訳書
事業者名：	　	　　　　　　　

　①専門家指導事業（コンサルティングを含む。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	積算
	助成事業に
要する経費

	助成対象経費
（税抜）

	１．専門家謝金
	
	
	

	２．専門家旅費
	
	
	

	３．委　託　費
	
	
	

	４．そ　の　他
	
	
	

	（１）合計
 (上記1.～４.の合計)
	
	
	



	（２）交付決定通知書記載の助成金の額
　　（計画変更で助成金額を変更した場合は変更後の額）
	

	（３）助成金額
　　（（１）または（２）のいずれか低い額）
	

	（４）収益納付額
　　（控除される額）
	

	（５）交付を受ける助成金額（千円未満切捨て）
　　（３）－（４）
	



※収益納付がある場合には、助成金の確定額から納付分が減額されて精算されます。
（様式７　別紙３の納付額（F）に記載がある場合は、「収益納付額（控除される額）」の欄に、様式７　別紙３の納付額（F）を記入）

　②国内展示会出展事業（オンライン展示会を含む。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	積算
	助成事業に
要する経費

	助成対象経費
（税抜）

	１．出　展　料
	
	
	

	２．小間工事代
	
	
	

	３．装　飾　代
	
	
	

	４．レンタル料
	
	
	

	５．保　険　料
	
	
	

	６．輸　送　料
	
	
	

	７．通　訳　料
	
	
	

	８．翻　訳　料
	
	
	

	９．印刷製本費
	
	
	

	10．委　託　料
	
	
	

	11. そ　の　他
	
	
	

	（１）合計
（上記1.～４.の合計）
	
	
	



	（２）交付決定通知書記載の助成金の額
（計画変更で助成金の額を変更した場合は変更後の額）
	

	（３）助成金額
　　（（１）または（２）のいずれか低い額）
	

	（４）収益納付額
　　（控除される額）
	

	（５）交付を受ける助成金額（千円未満切捨て）
　　（３）－（４）
	


※収益納付がある場合には、助成金の確定額から納付分が減額されて精算されます。
（様式７　別紙３の納付額（F）に記載がある場合は、「収益納付額（控除される額）」の欄に、様式７　別紙３の納付額（F）を記入）
【実績報告書に添付】　								　（別紙３）

収益納付に係る報告書

令和　年　　月　　日付け岐産振第　　号により交付決定を受けた助成事業に関し、助成事業の実施期間内における事業の実施により発生した収益について、下記のとおり報告します。

記

　事業名：　　　　　　　　　　　　　　　		　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	助成事業に
要する経費（Ａ）
	助成金額（Ｂ）
	助成事業に
係る売上額（Ｃ）
	助成事業に
係る収益額（Ｄ）
	除外額（Ｅ）
（Ａ－Ｂ）
	納付額（Ｆ）
（Ｄ－Ｅ）

	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】

１．助成事業の実施期間内における事業の実施により発生した収益が無い場合には、収益納付に係る報告書記入は不要。

２．「助成事業に要する経費（A）」とは、助成事業に要する経費の「（１）合計」をいう。

３．「助成金額（B）」とは、別紙２に記載の「（３）助成金額」をいう。

４．「助成事業に係る売上額（C）」とは、助成事業期間における当該事業の売上額をいう。

５．「助成事業に係る収益額（D）」とは、「助成事業に係る売上額（C）」から、同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）を差し引いた額をいう。
　　なお、「助成事業に係る収益額（D）」がゼロ又はマイナスの場合には、ゼロと記載すること。

６．「除外額（E）」＝「助成事業に要する経費（A）」―  「助成金額（B）」
７．「納付額（F）」＝「助成事業に係る収益額（D）」―　「除外額（E）」
　
　　（注）助成事業に係る収益額等の算定に必要な資料を添付すること。

